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厚生労働省科学研究費補助金 

治療と仕事を両立する患者に対する継続的な支援の実態と方策の検討 

炎症性腸疾患患者に対する医療機関における 

健康管理と仕事の継続的両立支援の実際と課題： 

- 医療機関の支援者を対象としたインタビュー調査 - 

研究分担者 名前 （所属）伊藤 美千代 

研究要旨： 

【目的】 

「継続的な治療と仕事の両立支援」に着眼し、炎症性腸疾患（Inflammatory Bowel 

Disease: IBD）の治療を行う医療機関における診療報酬の有無にとらわれない治療と

仕事の両立支援（以下、両立支援）の実際および、医療機関内外の連携について明らか

にすることを目的とした。 

【方法】 

インタビュー対象者は、炎症性腸疾患（以下、IBD）の治療を行う様々な規模の医療

機関で、治療と仕事の両立支援（以下、両立支援）を行っている医師、看護師、ソーシ

ャルワーカーなどの医療者 15人とした。調査は、インタビューガイドを用いた対面ま

たは zoomによる半構造化インタビューを実施した。データは、音声データから逐後記

録を作成し、継続した両立支援に関する①情報の入手先と、情報の内容、②両立支援の

内容、③継続した両立支援のための所属医療機関内外との連携について、コード化し、

類似する内容をカテゴリー化した。 

【結果】 

対象者が所属する医療機関においては、厚生労働省の治療と仕事の両立支援制度を

継続して利用した事例は無かった。制度自体を知らなかったと回答した対象者が 3 人

いた。それぞれの専門を活かしながら両立支援を行っていたが、大病院や中病院では、

その役割をソーシャルワーカーが主に担っていた。情報は、医師は、［個人情報］［治療・

病歴］［健康状態］［職種］［働き方］［転職の有無と理由］［職場への病気開示］［職場の

理解］を有し、看護職は、それらに加え、［申し出意図］［雇用形態］を得ており、ソー

シャルワーカーは、［治療・病歴］［健康状態］は少なく、［生活の基盤となるもの］［受

診できない理由］があがった。多くが患者本人から得たものであるが、ソーシャルワー

カーは、ハローワーク等医療機関外支援組織からも情報を得ていた。支援内容は、大学

病院、中病院と、クリニックでは特徴があり、大学病院や中病院では、医師は、［聴く］

［見守る］［励ます］［紹介する］［体調管理の視点で助言する］支援を行っていた。看

護師は、［仕事問題の顕在化］［振り返り］［職場への申出］支援を行っていた。ソーシ

ャルワーカーは、［困りごとを聴く］［サービス利用］［ハローワークとの協働］［診断書
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作成支援］を行っていた。一方、クリニックでは患者の生活に踏み込んだ、［小回りの

利く医療提供］［患者視点の診断書の作成］と言った積極的な支援を行っていた。看護

師は、［治療選択支援］［職場の理解促進］［小回り医療を支える電話相談］［ヘルスリテ

ラシー向上］を行い、医師による両立支援もサポートしていた。開業皮膚・排泄ケア認

定看護師（以下、WOC 看護師）は、［ストマ管理］［排便コントロール］［治療・障害の

受け止め］［職場の理解と安心を得る］支援を行っていた。医療機関外支援機関との連

携は、大学病院、中病院では、相談を主たる業務とした部署に所属しているソーシャル

ワーカーや看護師・保健師のみが、ハローワークを中心とした労働側の支援機関に加

え、患者会等と連携していた。 

 

【考察】 

治療と仕事の両立支援制度のさらなる周知が必要であるが、患者との接点がある医

療機関で周知活動を行うことが有用であると考える。また、医師が安心して両立支援を

行うためには、医療行為と両立支援の関係を明確に示すことや、意見書さくせいにおい

て、患者の納得を得るステップをソーシャルワーカーや看護師が担う必要があり、その

ためには人的配置や人材育成を支える制度設計も考慮する必要がある。 

また、IBD患者の場合、大学病院や中病院と、クリニックとでは、それぞれに特徴的

で、患者のニーズに合った両立支援が行われていたが、繰り返し症状が変化する IBD患

者の支援ニーズにあった両立支援を行うためには、病-診連携を充実させることも大切

になる可能性がある。 

 

【結論】 

 医療機関における治療と仕事の継続した両立支援は、行われていなかった。大学病院

や地域の中病院など相談を主たる業務とする部門がある場合と、無いクリニックでは、

支援にそれぞれの特徴があり、クリニックは、小回りを活かした重症化させない治療の

実践により、患者の生活に一歩踏み込んだ支援を行っていた。さらに、医師、看護師、

ソーシャルワーカーは、有している情報や支援内容にも特徴を有していた。 
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Ａ．目的 

「炎症性腸疾患（Inflammatory Bowel 

Disease: IBD）の治療を行う医療機関に

おける診療報酬の有無にとらわれない治

療と仕事の継続した両立支援（以下、両立

支援）の実際と、医療機関内外の連携につ

いて明らかにすることを目的とした。 

 

Ｂ．方法 
〈インタビュー対象者とリクルート方法〉 

インタビュー対象者は、炎症性腸疾患

（以下、IBD）の治療を行う様々な規模の

医療機関で、治療と仕事の両立支援（以下、

両立支援）を行っている医師、看護師、ソ

ーシャルワーカーなどの医療者とした。 

対象者は、研究者が交流をもつ NPO 法

人 IBD ネットワークの理事 5 人と、本研

究班員より紹介を得た医療機関内の難病

相談支援センターで難病就労支援活動を

行っている医療者 1 人から機縁法で対象

者を紹介して頂いた。 

研究初年度は、紹介を頂いた 12人の医

師に研究概要等を説明し、9人より同意を

得た。研究 2年目は、IBDの診療を行って

いる医師 8 人を紹介して頂き、本研究へ

の協力に同意を得た 4 人の医師より、そ

の医師が所属する医療機関で、治療と仕

事の両立支援を行っている医療者 6 人を

紹介して頂いた。 

なお、医療機関の規模等により、治療と

仕事の両立支援を主に担当する医療者が

異なることを鑑み、調査対象者は、医療機

関で選定してもらった。最終的に本研究

対象者は、医師 4人、看護師 6人（内、1

人は開業 WOC看護師）、保健師兼相談員 1

人、ソーシャルワーカー4人の合計 15人

となった（表 1を参照）。 

紹介を頂いた 15 人それぞれを対象に、

研究概要、倫理的配慮等を説明し、全員よ

り同意を得た。 

 

〈データ収集方法〉 

調査期間：2023年 2月から 2024年 2月 

方法：zoomまたは対面にて、研究者 1人

がインタビューガイドを用い、半構造化

インタビューを実施した。 

インタビュー時間は平均 35 分（Range18

～80分）であった。 

 

<分析方法> 

インタビューの音声データより逐語記

録を作成し、その逐語記録とインタビュ

ー時のメモも参考にしながら、継続した

両立支援に関する①情報の入手先と情報

の内容、②両立支援の内容、③支援者の考

えや判断、④継続した両立支援のための

所属医療機関内外との連携について、コ

ード化し、類似する内容をカテゴリー化

した。研究者の誤った判断や解釈を可能

な限り排除するために、インタビュー対

象者に分析結果を確認頂き、意見をもら

った。 

 

<倫理的配慮> 
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対象者が所属する医療機関の同意を得

たうえで、対象者に研究の概要、方法、個

人情報の保護、研究結果の開示方法、研究

協力は任意であり、協力しない場合も不

利益は被らないこと、ならびにインタビ

ュー後分析終了までは同意を撤回できる

ことについて、書面を用いて口頭で説明

し、書面で同意を得た。 

インタビューは、医療機関の診療およ

び相談業務に差し障らないよう、短時間

で実施した。 

なお研究者が所属する大学のヒトに関

する研究倫理審査の了承を得て行った

（承認番号：教 022-015B 令和 5年 1月

16日）。 

 

<利益相反の有無> 

 開示すべく利益相反はなし 

 

 

Ｃ．結果 

<インタビュー対象者の特徴（表 1）>。 

対象者は、IBDセンターを有す大学病院

では、医師 1 人、病棟看護師 2 人、相談

室のソーシャルワーカー3人、そのうち 2

人は、病院内難病相談支援センターと兼

任であった。IBDセンターをもたない大学

病院は、ソーシャルワーカー1人と病院内

難病相談支援センター専任の看護師兼相

談員 1人、さらに、地域中核病院は、医師

1人と、IBDセンターの外来兼相談室の看

護師 1人、加えて、IBD患者を多く診療し

ているクリニックの院長である医師 2 人

と看護師 2 人、開業している皮膚・排泄

ケア認定看護師（以下、WOC看護師）1人

であった。 

対象者は、厚生労働省の治療と仕事の

両立支援のトライアングルの柱である医

療機関の医師から紹介を頂いたが、大学

病院と地域の中核病院では、相談を主業

務とする部門のソーシャルワーカーが最

も多く紹介された。 

治療と仕事の両立支援制度は、主治医 

対象者の資格取得後の平均経験年数は

24.9年（Range11-44）、現職場での経験年

数は平均 12.7年（range2-26年）であっ

た。 

 

対象者リクルートにおいて、同意を得

ることができなかった医師（7人）の理由

は、いずれも「治療と仕事の両立支援は出

来ていない/行っていない」というもので

あり、厚生労働省の治療と仕事の両立支

援制度の運用経験が無いことを、両立支

援はしていないと解釈され、同意を得る

ことができなかった。 

また、「特別なことはしていない。IBD患

者は働けると思っているし、患者の体調

をみて、必要に応じて診断書を書いてい

るだけであり、我々は治療を行っている

だけである」と、治療と仕事の両立支援は

医療とは異なり、医師業務の範疇ではな

いとする意見によるものであった。 
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〈継続した治療と仕事の両立支援〉 

1. 両立支援制度の継続利用 

本研究の対象者が所属する医療機関

においては、厚生労働省の治療と仕事

の両立支援制度を利用した医療機関は

1 か所で、継続して利用した事例は無

かった。リクルートで同意を得られな

かった理由は、「IBDで仕事ができない

とは考えていない。医療者として、ま

たは医師として医療を行っているだけ

で、就労支援や両立支援を行っている

わけではない」等、治療と仕事の両立

支援を、医療と切り離して捉えている

考えに直面した。また、厚生労働省の

治療と仕事の両立支援制度の利用に関

わらない両立支援の実際を話してほし

いことを説明しても、同意を得た対象

者からも「うちはまだ、これからとい

うところです」と、両立支援に取り組

んでいるという認識を有していなかっ

た。さらに、「医者としてできることを

頑張っているだけだが、医者の業務を

越えてしまうと、どう動いて良いのか

が分からない」等、治療と仕事の両立

支援に対する医師としての戸惑いの意

見があった。 

 

すべての対象者が制度の継続利用経

験を持っていなかった。健康状態をみ

ながら必要に応じて、診断書に時間外

勤務や交代勤務、排泄行動が妨げられ

る作業や働き方については、患者の希

望する配慮事項を聴きながら、症状悪

化に影響することという意味で記載し、

体調に応じて患者自身が職場に配慮を

申し出ることができるようにする継続

した支援が行われていた。 

 

2. 継続した両立支援にかかわる情報 

医療機関における両立支援において、

大学病院、地域の中病院、ならびにク

リニックの医師ともに、［個人情報］や

［治療・病歴］と、体重やトイレ回数

などの［健康状態］に加え、［職種］や

残業、労働時間等の［働き方］、［転職

の有無と理由］、［職場への病気開示］、

［職場の理解］等を情報として有して

いた。看護職は、医師が得ている情報

に加え、職場に伝えるタイプかどうか

等の［申し出意図］、パート、アルバイ

ト、正規雇用などの［雇用形態］であ

った。ソーシャルワーカーは、［治療・

病歴］［健康状態］は少なく、生命保険

の情報や傷病手当金などの［生活の基

盤となるもの］、交通費がかさんだり、

トイレ回数が多すぎるなど［受診でき

ない理由］があがった。 

 

3. 継続した両立支援に関する情報入手
先と情報の共有 

継続した両立支援に関する情報は、

すべての対象者において、診療や相談

の場で、患者本人より直接得ていたこ

とに加え、クリニックの場合は、「悪く

なってからではなく、悪くなりつつあ

るなっていう段階で受診してもらう」

患者からの電話で看護師が情報を得て、
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迅速に医師と相談し対応をしていた。

また、開業看護師は、すべての患者では

ないが、メールやラインで患者とつな

がり、体調や生活の近況情報を得てい

た。 

患者が就職して 1 年程度の場合は、

医師、看護師は、患者家族からも直接情

報を得ていた。 

 

対象者が所属する医療機関外支援機

関/支援者からの情報は、大学病院・病

院では、相談を主な業務とする相談室

の看護師やソーシャルワーカーが得て

おり、医師は、医療機関外支援機関から

直接情報を得ていなかった。 

 

情報は、大学病院・地域中核病院の場合

は、電子カルテが媒体となり、院内の医療

者が共有していた。クリニックの場合は、

健康状態や治療に関する情報は医師、就

労に関する情報は主に看護師がチェック

リストや、患者からの電話相談も利用し

て収集し、カルテとその場での口頭によ

る情報共有が行われ、その日の治療や両

立支援に活用されていた。 

 

4. 継続した両立支援 

 本研究対象者は、それぞれの職種の強

みを活かした両立支援を行っていた（204

コード）。 

大学病院の医師は、外来診療時間内で、患

者の診察を行いながら、［聴く］［見守る］

［励ます］［紹介する］［体調管理の視点で

助言する］支援を行っていた。 

 「仕事でストレスがあること」や、「立

ち仕事が多くない仕事に変えてもらった」

等、働き方について聴き、患者自身の「吹

っ切れた、なるようになる」という言葉や、

「体調悪化時に食事に神経質になりすぎ

て体重が減った状態」を見守り、「仕事も

前向きに探している」ことを励ましてい

た。また、「ローンや生命保険の心配」は

ソーシャルワーカーに、若者には、入りや

すい患者コミュニティを紹介するなどし

ていた。また、同病他者がどのように働い

ているか、体調管理上立ち仕事は控えた

方が良いなどの助言も行っていた。 

大学病院の病棟看護師は、入院中の患

者を対象に、［仕事問題顕在化］［振り返り］

［職場への申出］支援を行っていた。「患

者さんには、職場の対応、社会的な保証は

どうなっているんですか」と尋ね、仕事に

関する問題を顕在化させ、特定疾患医療

費受給制度の手続き等も含め、必要に応

じてソーシャルワーカーにつないでいた。

そして、症状が悪化した理由を「どうして

ストレスがかかったのか、疲労が蓄積し

ているたか」と、尋ね、セルフケア向上に

向けた振り返りを行っていた。また、「誰

だったら相談できますか」や、職場に相談

できる人が居るかを確認し、職場への申

出を促していた。なお、両立支援における

医師との連携や協働は、診断書の依頼の

みとなっていた。 
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大学病院のソーシャルワーカーは、［困

りごとを聴く］［サービス利用］［ハローワ

ークとの協働］［診断書作成支援］を行っ

ていた（57コード）。 

「何に困っているのか、お金なのか、家

族なのかをしっかり聞き」、医療費助成金

制度や住宅ローンなどの生活基盤づくり

のための制度利用支援を提案していた。

さらに、ハローワークの就職サポーター

と連携・協働し、就職相談会を定期的に開

催し、ハローワークをはじめとした労働

側の支援につないでいた。また、「医師が

書きやすいよう診断書に書く内容を項目

立てて」、医師の診断書作成を支えていた

が、看護師または保健師資格を持つ相談

員は、患者の診療に同席し、治療と労働に

関する主治医の考えを確認し、患者と一

緒に意見書の内容を考え、主治医が記載

しやすいようにまとめるなど、細やかな

支援が行われていた。 

一方、クリニックの医師は、両立支援と

して、［小回りの利く医療提供］［患者視点

の診断書の作成］と言った積極的な支援

を行っていた。「こまめに通院をしてもら

い」、「いつでも困ったら相談してと、伝

え」、「電話再診料は積極的に行っている」、

そして「治療目標を粘膜寛解において」、

「医学的な観点から必要があるときは入

院を勧める」などしていた。また、「仕事

をしながら通院するために」、「トイレ休

憩をたくさん取れるように」、「診断書を

書いて渡してある」等、患者自身がこまめ

な通院、すなわち治療と仕事の両立がで

きるように、休日勤務は不可能なども含

め、診断書を書いていた。 

一方看護師は、［治療選択支援］［職場の

理解促進］［小回り医療を支える電話相談］

［ヘルスリテラシー向上］等、患者を尊重

しながら、一歩踏み込んだ支援を行って

いた。 

入院を繰り返す患者に対し、「今後も仕

事を続けられないという事だったら、大

腸を手放すのも選択肢じゃない」等、治療

と仕事が両立できる治療選択を提案した

り、上司に来院してもらい病気や、トイレ、

食事に関することを説明し、職場の理解

を促していた。また、主な症状は、チェッ

クリストで漏れなく確認し、いつもと違

うようなら電話するよう患者に伝え、ヘ

ルスリテラシー向上を図りつつ、電話が

入り次第、迅速に医師の指示をもらい、休

み時間でも患者が受診できる時間に合わ

せ、検査・治療を行うことで、小回り医療

を支えていた。 

開業 WOC 看護師は、［ストマ管理］［排

便コントロール］［治療・障害の受け止め］

［職場の理解と安心を得る］支援を行っ

ていた。開業 WOC 看護師は、地域の医療

機関と連携を取りながら、患者とはメー

ルやラインでつながり、温泉旅行時のス

トマ管理方法や、出血時は写真をメール

で送ってもらうなどして、ストマ管理支

援を行っていた。また、「職場で便が漏れ

ないように」と、「装具一式をトイレのロ
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ッカーに入れておくこと」や、「バナナや

ブドウなど水溶性食物繊維を食べて便を

固めないようにする」など、便コントロー

ル支援を行っていた。加えて、新薬の提案

があっても悲観的にならないように支え

ていた。また、復職の際には、「上司に来

てもらい、ストマをみてもらって理解を

してもらい」、職場の理解と安心が得られ

るようにと、患者の生活に入り込んだ、一

歩踏み出した支援をしていた。しかしな

がら、開業の場合自由診療となり、患者に

負担が生じることを懸念していた。 

 

5. 継続した両立支援における連携と支
援体制 

 医療機関における両立支援における多

職種との連携は、対象者全員より語られ

た（84コード）。 

 医療機関内での連携は、相談を主たる

業務にしているソーシャルワーカーへ伝

えることが最も多く、院外への紹介もそ

こから行っており、院内の連携経路とし

て機能していた。また、病院内難病相談支

援センターも同様の機能を担っていたが、

相談室の７～8 割の業務が転院相談とな

ており、厚生労働省の両立支援制度の柱

の 1 つである事業所との連携は相談室か

らはほとんどされていない状況であった。

一方、難病相談支援センター専任相談員

は、相談を受ける約半数の患者の外来診

療に同席し、両立に関する主治医の意向

を確認し、患者と話し合い、主治医の意見

書に記載してほしい内容を簡潔にまとめ、

患者と一緒に外来診療時に申し出ると言

った細やかな活動が出来ていた。 

外来診療時に同席し、 

 一方、ソーシャルワーカーがいないク

リニック内においては、チェックリスト

を活用し看護師が得た情報を医師に伝え

その場で対応する、もしくは、点滴などの

処置時に看護師が相談にのると言った形

で連携が行われていた。 

  

 医療機関外支援機関との連携は、ハロ

ーワーク、障害者・職業支援センター、職

業訓練施設、産業保健総合支援センター、

他のクリニックと多岐にわたっていた。

しかしながらその連携は、紹介にとどま

っており、その後の経過を確認するには

至っていなかった。継続的な両立支援に

おいては、その経過情報が必要であり、院

内情報共有ツールとして機能しているカ

ルテを利用し、確認できるようにするこ

とが必要であると考える。 

  

 継続した両立支援を行うにあたり、そ

の支援体制が整っていないという意見は、

大学病院に所属する対象者から出された

（23コード）。 

 その内容は、「外来の看護が十分に機能

していない・主治医がひとりで頑張って

いる」、「ソーシャルワーカーは、入退院の

加算を撮ることに夢中になっている」な

どの人材面と、「病棟看護師は外来のこと
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は分からない」と言った看護師配置に加

え、「月 1回の受診の外来だと、逃してし

まうと 1 か月以上空いてしまう」という

外来システム、IBDセンターとなることで、

IBD患者数は増加しているものの「院内カ

ンファレンスの定期的開催や公開講座な

どの地域貢献活動などの実績が無いと人

は増やせない」「他科センターのように事

務や看護師配置がまだ整っていない」こ

とで両立支援体制を整えられないでいる

こと等も挙げられた。 

  

6. 継続した両立支援の環境 

 症状の再燃と寛解を繰り返す IBD 患者

の治療と仕事の継続した両立支援として、

クリニックでは、「いつもと違う」をキャ

ッチし、症状を重症化させない治療を大

切にしていた。その治療を実現する環境

として、昼休みを含む時間外診療、電話再

診療制度の利用、その場で内視鏡ができ

る環境があった。一方、医薬品メーカーの

MR も、治療の継続を支える点で、クリニ

ック外の支援環境要因となっていた。 

しかしながら、ハローワークや、職業セ

ンター等の労働支援専門の支援者や、支

援機関との接点は少なく、ある場合でも

医師、看護師ではなく、ソーシャルワーカ

ーのみに限られており、院外の支援機関

とつながる環境とは言い難かった。 

 

 大学病院や中病院のソーシャルワーカ

ーは、その７～8割が転院支援に充てられ

ており、マンパワーの不足が語られてい

た。また、各種センター化が進む中、専門

で高度な医療受療のため患者は増えるが、

専任の要因が増えるわけでもないため、

実績を示すことが難しく、両立支援体制

を整える段階で足踏みしている医療機関

も見受けられた。 

 

Ｄ．考察 

1. 継続した両立支援の周知 

本研究の対象者リクルートにおいて、

「治療と仕事の両立支援はできていない

/行っていない」ことを理由にした辞退が

あった。さらに、本研究の対象者が所属す

る医療機関においては、厚生労働省の治

療と仕事の両立支援制度を継続して利用

した事例は無く、看護師 3 人は、職場に

提出する診断書は発行しているのは知っ

ているが、両立支援制度を知らなかった。

これらの結果は、がん患者を対象とした

先行研究においても医療機関の医師・看

護師・ソーシャルワーカーによる両立支

援制度の周知率は、それぞれ 20%弱に留ま

っている実態と同様であった 1。また、就

労支援に必要なものとして、いずれの職

種も「患者への周知」を挙げており 1、両

立支援制度の説明前後で、労働者の両立

支援の申出意図が高まったという報告も

ある 2。継続の有無にかかわらず両立支援

が行われるためには、診療で必ず患者と

接する医師に加え、診療介助や処置、問診

等で患者と接する看護師が患者へ周知す

る役割を担うことが期待される。 

 

また、本研究協力への同意を得られな

かった医師の「治療と仕事の両立支援は
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出来ていない/行っていない」という理由

に加え、対象者である医師からも「職場の

調整は臨床の範疇を越えると考えている」

という言葉からも、医療行為と両立支援

との関係を明確に示すことに加え、医学

基礎教育においても、治療と仕事の両立

支援について学ぶ機会を持つことも必要

であると考える。 

加えて、本研究対象者は医師より自組

織での両立支援者を紹介頂いたところ、

相談を主業務とするソーシャルワーカー

を多く紹介して頂いた。医療機関におけ

る両立支援の実際を医療機関種別（高度

急性期医療機能病院、急性期医療機能病

院、回復期医療機能病院、慢性期医療機能

病院）で明らかにした研究結果では、すべ

ての種別において、相談を受ける主な職

種はソーシャルワーカーで、次いで看護

師であったという結果と合致しており 8、

本研究対象者は、本研究の目的に適した

対象者であると言える。 

2. 支援ニーズに応じた連携 

大学病院および地域の中病院では、ソ

ーシャルワーカーは、地域の支援機関で

あるハローワーク、障害者・職業生活支援

センターや、就労支援事業所事業所と連

携した支援を行っていたが、クリニック

は、製薬会社の MRからの情報の授受にと

どまっていた。 

IBD 患者の就労率は、約 70～80％で、

一般人口と差はないという報告もあり、

ある程度、症状コントロールができてい

る患者の場合は、クリニックで継続した

両立支援を進めることができる可能性が

示唆された。そのため、クリニックの医

師・看護師等による継続した両立支援は

重要となる。 

一方、より重度の IBD 患者が利用する

大学病院では、地域の労働支援機関と連

携・協働が図られていた。これは、難病患

者の就労には、治療、生活、就労の課題が

複雑に絡み合った支援ニーズがあり、支

援機関がそれぞれの役割や強みを発揮す

ることが大切であると言われており、そ

れを支持する結果となった 3。 

また、「トイレの回数が多く受診できな

い」「交通費がかかり受診できない」、しか

し「この病院/医師が良い」と言い、通院

しやすい病院やクリニックに変わること

ができず両立支援が滞ったことが、IBD治

療を専門に行うクリニックや病院が少な

い地域に住む対象者の意見が出された。

本研究では、大学病院や中病院に加え、ク

リニックや開業 WOC 看護師など、様々な

レベルの医療機関で両立支援が行われて

いることが示された。専門的な知識や治

療を要す IBD の場合、診断や治療におい

て病―診連携が進められており 8、患者の

ニーズに合った両立支援を行うためにも

病-診連携、ならびに診-診連携が重要に

なると考える。 

3. 継続した両立支援のための情報収集 

 医師・看護師・ソーシャルワーカーとも

に、医療情報に加え、患者自身の労働に関

－188－



 

する情報、さらには職場の情報に至るか

なり詳細な情報を有していた。医師はこ

れらの情報を診療時に患者から収集して

いた。クリニックの看護師は、受付、診療

の待ち時間、診療・処置、電話相談など、

患者から情報を得るタイミングを多く有

していた。また、両立支援ニーズを判断す

るための情報収集に、改めて相談時間を

設けなくとも、問診票の活用や、処置時の

声掛けと言った工夫で行えている実態が

分かった。イギリスでは、IBD Specialist 

Nurseがこれらの役割を担っており、本研

究では、IBDクリニックの看護師が潜在的

に IBD Specialist Nurseの役割の一部を

担っていたものと考えられる 4,9。 

 また、本研究では、大学病院、クリニッ

ク双方で若年者の両立支援については、

家族からも情報を得ていた。指定難病の

患者を対象とした研究からは、退職者は、

50 歳代についで 20 歳代が多いという報

告からも若年者を対象とした両立支援に

おいては、家族からの情報も大切になる

と考える 10。 

 また、医師、看護師は、健康状態に加え、

栄養状態や睡眠、体調に無理のない労働

負荷、精神的ストレスなど、体調および体

調管理に影響する情報を中心に得ていた。 

これは、症状が良い状態と悪化した状態

の潰瘍性大腸炎患者は、睡眠、栄養状態、

労働負荷に差があったという先行研究を

支持するものであった 5。 

一方、職場（経営者、上司、同僚など）

の就労や両立支援の意向、その実態に関

する情報は乏しかった。これはクリニッ

クでは、比較的症状コントロールが出来

ている IBD 患者を診療しているためであ

り、大学病院等においては、両立支援制度

の普及が進んでいないこと等も要因とな

っている可能性が考えられる。産業医か

ら主治医に宛てた文書の内容分析を行っ

た研究からは、自覚症状、他覚的所見、検

査結果等、健康情報に次いで、就業制限や

就業上の配慮事項と、その検討事項、業務

内容が多かった。これらのことからも、就

業上の情報については、産業医や事業所

からの勤務状況提供書が活用されること

が医療者としての「無理なく働く」という

視点での両立支援の幅を広げる可能性に

つながると考える 6。 
4. 両立支援内容 

本研究において、大学病院・地域の中病院、

クリニック等の両立支援が示されたが、

相談部署がある場合は、医師は「聴く」「見

守る」「励ます」等、距離を置きつつも体

調管理の観点から診断書を発行するなど

していた。一方クリニックでは、［小回り

の利く医療提供］［患者視点の診断書の作

成］と、患者の生活に一歩踏み出した支援

を行っていた。 

 病棟看護師は症状コントロールを主眼

にした［仕事問題顕在化］［振り返り］［職

場への申出］であり、医師と同様にクリニ

ック看護師は、［治療選択支援］［職場の理

解促進］［小回り医療を支える電話相談］
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［ヘルスリテラシー向上］と、踏み込んだ

支援を行っていた。両者とも職場に出向

くことは無かった。治療と仕事の両立支

援制度の利用促進には、一部の相談員の

ように診察に同席し、医師の意向を確認

し、意見書の内容について患者と話し合

いまとめたうえで、意見書の記載を医師

にお願いするという丁寧な流れが機能す

ることを期待したい。そのためになマン

パワーと支援スキルの向上支援が重要と

なる。 

 

5. 継続した両立支援における連携と支援
体制 

 医療機関における IBD 患者の継続した

両立支援において、大学病院はソーシャ

ルワーカーにつなぐことで支援を進めて

いる実態が明らかになった。これは、医療

機関における両立支援の実態調査結果で、

ソーシャルワーカーが両立支援の主たる

担当であるという結果を支持するもので

あった 8。そのため、ソーシャルワーカー

の必要な人員配置や業務の整理等で、よ

り質の高い効果のある両立支援が期待で

きる可能性があると考える。 

一方、クリニックを対象とした両立支

援研究は学会発表の症例報告に留まって

いる。今後その実態を調査し、継続した両

立支援の実態を明らかにするととともに、

IBD患者の多くは、クリニックを受診して

いることを鑑みると、クリニックの小回

りが利くという利点を活かした両立支援

を支えることが、大切であると考える。具

体的には、いつもと違うことに患者自身

が早めに気づき、申し出ることができる

ようにヘルスリテラシーの向上支援と、

その状態に迅速に対応した医療で重症化

を防ぐことを支える制度が大切になると

考える。 

 

研究の限界と今後の課題 

 本研究結果は、対象者の背景が多様で、

人数も少ないことから、一般化はできな

い。今後、対象者数を増やした調査の実施

を進め、医療機関全体で継続した両立支

援が行えるように寄与したい。 

 

Ｅ．結論 

1. 治療と仕事の両立支援制度の継続的な

利用は無かった。 

2. 医師、看護師、ソーシャルワーカーは、

それぞれの専門性を活かした支援を行

っており、大学病院・中病院とクリニ

ックでは、同じ職種でも異なる支援が

行われていた。 

3. 支援内容は、大学病院等の医師は、［聴

く］［見守る］［励ます］［紹介する］［体

調管理の視点で助言する］で、看護師

はそれに加え、［仕事問題顕在化］［振

り返り］［職場への申出］、ソーシャル

ワーカーは、［困りごとを聴く］［サー

ビス利用］［ハローワークとの協働］［診

断書作成支援］を行っていた。 

 クリニックの医師は、［小回りの利く
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医療提供］［患者視点の診断書の作成］、

看護師は、［治療選択支援］［職場の理

解促進］［小回り医療を支える電話相談］

［ヘルスリテラシー向上］であった。 

 開業 WOC看護師は、［ストマ管理］［排

便コントロール］［治療・障害の受け止

め］［職場の理解と安心を得る］であっ

た。 
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